
一般社団法人麻産業創造開発機構（H I D O）の意見書 

 

一般社団法人麻産業創造開発機構（以下、HIDO）は、国産ヘンプの栽培および国産ヘン

プに関わる健全な産業の創造と育成、振興を目的に設立されました 1）。 

当機構に立場からは、今回の大麻取締法の「改正の趣旨」の冒頭に「大麻草の医療や産

業における適正な利用を図る」と記されたことは、大変に有り難いことだと感謝に堪えま

せん。その前提の上で、現在募集中の厚生労働省のパブリックコメントのうち、特に

「THC 残留限度値に関する規制」について若干の懸念と提案を述べさせていただきます。 

 

1. THC 残留限度値の厳しさへの影響の懸念 

今回示された THC 残留限度値 0.0001%（①オイル 0.001%、②飲料 0.00001%、

③その他の製品 0.0001%）は、非常に厳密なものであり、これにより国内の

CBD 関連産業が大きな打撃を受けるのではないかと心配されます。また、業者

への負担が増大することにより、CBD 製品の流通や生産が滞ってしまっては、

せっかく産業用大麻の栽培が適正化されたにもかかわらず、国内での大麻産業の

発展が阻害されてしまうように思われます。 

 

2. 国際競争力低下への懸念 

海外市場においては、THC の上限値が 0.3%（米国等）2）とされている国が多

く、WHO 勧告基準でも 0.2% 3）です。海外と日本の間で、極端に大きな格差が

生れてしまうと、これから誕生しようとしている国内の大麻産業の国際競争力を

予め奪ってしまう結果になりはしないでしょうか。 

 

3. 検査機関の確保と検査費用への懸念 

この度設定された残留限度値を正確に測定できる機器は、おそらく各社の最高機

器であり、価格も 8000 万円から 1 億円程度の高額のものになるのではないかと

推定されます。国内大麻産業の健全で安全な発展のためには、全国各地に相当数

の検査機関の存在が必須だと思われますが、その確保は大丈夫なのでしょうか。

また、適正価格での検査は可能なのでしょうか。この点がうまく行かないと、検

査機関が特権化したり、高額な検査が横行したりしてしまうのではないかと心配

されます。また、今回の検査方法では夾雑物の影響を大きく受け、検査結果が不

安定になる一方で、許される誤差が極小となり、結局、正確な検査が不可能にな

ってしまうのではないかとも思われます。 

 



4.ユーザーへの影響の懸念 

CBD 製品を利用しているユーザー（消費者）には、単なる娯楽や嗜好品として

ではなく、常用することで日々の QOL が上がる効果を実感している方々が多く

いるものと認識しています 4）。今回の THC 残留限度値により、今まで入手でき

た必要な製品が手に入らなくなり、ユーザー（消費者）に健康被害が生じること

が心配されます。特に、慢性痛や不安症などの症状を緩和、また小児向けにアト

ピーやてんかんなどの症状緩和を目的に CBD を使用しているユーザーにとって

は深刻な問題となってしまうのではないでしょうか。 

 

御提案 

CBD 製品における THC 残留限度値を、0.03%（300ppm）に引き上げることを検討して

いただけないでしょうか。この値は、厚生労働省が科学的根拠としているのと同じく、欧

州食品安全機関（EFSA）の急性参照用量（ARfD）に基づいており、CBD 製品の最大 1 日

投与量の THC 濃度 0.03％に相当する 21μgを閾値としています 5）。これにより、国内の

CBD 産業の成長を促進し、国際競争力を維持することが可能となります。また、利用可能

な分析方法を HPLC-UV や HPLC-DAD（PDA）、LC-MS などに拡大して、検査機関が確

信をもって結果をだせるようにしていただけないでしょうか 。 

施用罪の基準との関係で、難しい点もお有りかと存じますが、まずは THC 残留限度値を

暫定的に上記の程度とし、その後の状況を見て変更を加えるということは出来ないでしょ

うか。 

国内大麻産業の振興は、日本の経済と社会に大きな利益をもたらす可能性があることを

期待して、令和 4 年度、令和 5 年度の「骨太の方針」にも「大麻に関する制度を見直し、

大麻由来医薬品の利用等に向けた環境整備を進める」と書き込まれ、昨年末に国会で 75

年ぶりに法改正が成立したと認識しております。その法律の運用基準が厳しすぎて、国内

産業の発展と国際競争力の獲得、ユーザーの QOL の維持に支障が生じることのないよう

に、適切な措置を講じていただけますようお願い申し上げます。 
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